
１． 霞ヶ浦水質の現状と流域対策

黒田 久雄・加藤 亮・中曽根英雄

茨城県にある霞ヶ浦は日本第２位の湖面積を有する湖であ
る。その水質は，人為的富栄養化が進み，昭和４０年代からア
オコの大発生を見るなど，現在でも国内の湖沼の中でも汚染度
の進んだ湖である。霞ヶ浦の特徴と流域開発の歴史が水質汚濁
に及ぼす影響は大きい。本報では，霞ヶ浦の特徴と開発の歴史
を概観した。そして，霞ヶ浦水質の現状について説明し，問題
点をあげた。さらに，現在行われている「霞ヶ浦に係わる湖沼
水質保全計画（第５期）」による水質改善手法として流域対策
を説明した。

（水土の知７７―６，pp．３～６，２００９）
霞ヶ浦，開発，水質，流域管理，湖沼水質保全計画

２． 北総台地における三用水の現状

井上 恵博・青柳 賢輝

千葉県北部で利根川下流に沿う北総台地は火山灰土特有の低
い保水力で，灌漑用水は不安定な天水や地下水に頼り，干ばつ
の被害を受けやすく，不安定な営農を余儀なくされてきた。こ
のため，北総東部用水，成田用水，東総用水の三用水が昭和
４５年から６３年にかけ施行された。畑地灌漑を目的としたこれ
ら三用水は，建設後２０年から３０年近くを経ている。各用水
の概要と相互の関係，同じく管水路をポンプ圧送するシステム
で，地形的な要因や建設時期の違いなどによる施設の特徴をま
とめ，用水と施設の管理，共通課題であったファームポンドに
おける水質対策，施設の老朽化などの現状について紹介するも
のである。

（水土の知７７―６，pp．７～１１，２００９）
水路システム，分水方式，用水の管理，水質対策，老朽

化

３． 利根川水系の水資源開発と国営霞ヶ浦用水農業水利事業

柴田 知広

霞ヶ浦用水計画は１９６３年に茨城県が作成したが，当時は鹿
島開発，つくば開発など増大する都市用水の需要を賄うため，
利根川水系の水資源開発が国主導で進められており，１９８０年
になり霞ヶ浦を水源とする国営事業が着工した。国営事業では
水田補水と畑灌用の大規模な管水路システムを建設した。主な
幹線水路は一期事業として１９９３年３月に完了し，２００９年３
月には国営事業全体が完了した。国営事業の概要について報告
する。

（水土の知７７―６，pp．１３～１６，２００９）
水資源開発計画，大規模水利システム，地盤沈下，畑地

灌漑，農業産出額

４． 印旛沼土地改良区と創造運動

�橋 修

土地改良区は，土地改良事業の広域性，公益性から，農業・
農家のための土地改良区を脱し，地域に開かれた組織活動が求
められている。印旛沼土地改良区は，国営事業の推進を大きな
目的として「２１世紀土地改良区創造運動」に取り組み，自己
点検はもとより，事業効果の PRまた農業振興を図ることとし
た。

（水土の知７７―６，pp．１７～２０，２００９）
農農 PRから農外 PR，連携・協働，学へのアプローチ，

農業振興活動，農・建・環の連携

農業農村工学会誌第７７巻６号 報文・技術リポート内容紹介

小特集 霞ヶ浦周辺と利根川下流域の農業農村整備

特集の趣旨
農業農村工学会の８０周年記念大会は筑波大学と茨城大学などの協力を得て，茨城県下で開催することとなった。２００５
年８月につくばエクスプレスが開業して以来，一段と東京から近くなった感を強めているが，大会会場がつくばになっ
たことにちなんで，近隣の農業地域である霞ヶ浦周辺地域と利根川下流域にスポットをあてて，この地域の農業および農
業農村整備の発展について小特集を組むものである。
関東の農業は，首都圏を抱え，都市化の影響を受けながらも食料の大供給基地として発展をしてきている。なかでも霞
ヶ浦周辺地域と利根川下流域に多くの農地を持つ千葉県，茨城県は，農業産出額が全国の第２位～４位を維持してきてい
る大穀倉地帯である。これらの生産力は，日本第２位の湖沼面積を有する霞ヶ浦と日本最大の流域面積を誇る利根川の
豊富な水が支えており，先人たちはこの恵まれた条件を活かし，ここで問う霞ヶ浦周辺地域と利根川下流域の農業を育て
てきた。
この地域の発展は，戦前から継続的に実施されてきた農業農村整備事業が大きく寄与してきており，とりわけ大規模な
灌漑排水への技術には産官学の英知が結集されており，時代に応じた新工法による最先端の設備が導入され，これによっ
てこの地域の農業水利施設が整備されてきた。平成２０年度で国営霞ヶ浦用水事業が完了したことによって，この地域の
大きな１次整備は終了することとなるが，大規模な施設の良好な維持管理に関してますます産学官協力し，最新技術を
駆使してこの地域の発展のため農業農村整備を継続していく必要がある。



５． 利根川下流地域の水田農業

池田 寿夫

近世江戸時代から昭和戦前期にかけて利根川下流域一帯の沖
積層から成る軟弱かつ低湿地水田地帯では，冠水や洪水などに
よる被害に常に悩まされていた。このような劣悪な農業基盤環
境の下で利根川下流域の稲作が，どのような農業技術や生産基
盤整備の変遷を経て，国内有数の「早場米地帯」として米生産
地を形成するに至ったか，また，都市化の著しい進展と相まっ
て担い手の高齢化・減少，遊休農地の激増など農村文化の継承
や地域コミュニティの崩壊が危ぶまれる中，利根川下流域にお
ける今後の農業の課題ならびに展開方向について考えを報告す
る。

（水土の知７７―６，pp．２１～２４，２００９）
利根川下流域，早場米地帯，利根川東遷，手賀沼・印旛

沼，早生品種，早期栽培

（報文）
農業排水路に設けられたワンドが生態系の回復にはたす効果

広瀬 慎一・瀧本 裕士・橋詰 巽

玄手川は，近年水路底を近自然工法で改修されたが，トミヨ
の繁殖を図るため，中流部に全長１０２mの生態系保護区（以
下ワンド）が設けられた。水生植物の植被率は，工事施工後２
年４ヵ月で７８．１％とほぼナガエミクリを優占種とする極相に
達した。極相に到達する速度は近自然工法で施工された本川の
倍であった。トミヨの水草面積当たり推定生息密度は，本川の
近自然工法施工前で２．２匹/m２，施工後８年目１．７匹/m２，ワ
ンド施工後１～８年で平均４．３匹/m２であった。以上より，ワ
ンドでは水生植物およびトミヨの生育の観点から，良好な環境
を形成しつつあり，玄手川の生態系保全において，本川の近自
然工法とともに重要な役割を果たすことが期待できる。

（水土の知７７―６，pp．２５～２８，２００９）
ワンド，近自然工法，トミヨ，ナガエミクリ，レッド

データブック，植被率，コーキング法

（報文）
農村協働力向上による農村振興

田中 邦彦・石田 勲・上野 眞也

農業農村をとりまくめまぐるしい変化の中で，農村の集落機
能が低下している。このような中で，農村地域が持続的に存続
するとともに，国内の農業や多面的機能を維持発展させていく
ためには，地域住民の信頼とネットワークを強化し，地域資源
等を活用した地域活性化につなげていくことが有効なのではな
いかという視点から，ソーシャル・キャピタルを再構築する政
策が注目されている。それは，旧来の農村社会の中で形成され
た閉鎖的な SCの再生ではなく，現代の農村社会に適応した新
しい SCの構築を意味するものである。本報では，全国の農村
集落において SCに関するヒアリングやアンケート調査を通
じ，現代社会に即した新しい SCの構築とそのための行政支援
策について論じるものである。

（水土の知７７―６，pp．２９～３２，２００９）
農村協働力，ソーシャル・キャピタル，農業農村政策，

内部結束型 SC，橋渡し型 SC，参加の場作り，地域住民

（報文）
スリランカのフルルウェワ灌漑地区における

ベトマに関する分析

平岩 昌彦

ベトマ（Bethma）は，乾期に灌漑面積すべてを耕作するの
に十分な貯水量がない場合に，ため池の灌漑面積の一部を利害
関係者の間で一時的に再配分するスリランカ固有のシステムで
ある。しかし，近年，農村地域をとりまく経済社会的な変化に
よって共同体機能が低下するに従い，ベトマを実施する機能の
低下が懸念されている。本報では，近年，ベトマが導入された
フルルウェワ灌漑地区を対象に，その実施状況を分析した。そ
の結果，複雑な農地再配分システムが農民組織のリーダーシッ
プの下で，農民たちの経験・技術・ネットワークによって行わ
れていることが確認された。また，クルネガラ県内の小規模た
め池地区におけるベトマ慣行と比較した結果，フルルウェワ灌
漑地区におけるベトマの実施方法は，農家間で農地を一律・公
平に割り当てる点で共通していることが確認された。さらに，
地域共同体としての農民組織において調整機能が存在し，貯水
量がある程度確保できるという水資源の利用条件の下では，持
続的な農業の観点から，ベトマが有効な手段として認識されて
いることが確認された。

（水土の知７７―６，pp．３３～３７，２００９）
参加型灌漑管理，農民組織，ベトマ，農地再配分，持続

性



（技術リポート：北海道支部）
雄武ダム貯水池における試験湛水結果

木村 聡・藤井 幸基

雄武ダムは，北海道紋別郡雄武町の牧草地４，０３９haに灌漑
用水を供給するため，国営かんがい排水事業「雄武中央地区」
で建設した中心遮水ゾーン型フィルダムである。本報では，平
成２０年３月～８月に実施した試験湛水における浸透水量の挙
動について報告する。浸透水量は，融雪期および降雨時に一時
的な増加が生じるものの，貯水位変化との関係は安定してい
た。また，試験湛水期間中に基礎系統からの浸透水に濁りおよ
び沈殿物が認められたが，これはロック材中の黄鉄鉱を起源と
する水酸化物が降雨時にこれらが流出したものと考えられた。
これらのことから，堤体および基礎は水理的に安定した状態に
あると判断した。

（水土の知７７―６，pp．３８～３９，２００９）
フィルダム，試験湛水，浸透水量，濁り，管理基準値

（技術リポート：東北支部）
希少水生植物「コウホネ」の保護と地域力の再生

田村 求
お そのづか

山形県の小其塚地区では，基盤整備を実施するに当たり環
境調査したところ，「コウホネ」の群落が確認された。地域で
は，コウホネの保護について熱心な勉強会や移植についての検
討会を開き，人工的に造られた親水水路に移植を行った。その
後コウホネは順調に活着し，親水水路周辺は地域ぐるみで綺麗
に管理されることとなり，交流の場としても活かされている。
本報では，コウホネの保護活動が，地域の一体感を醸成し，ひ
いては農地流動化の推進にも寄与したことについて紹介し，事
業実施にともなう環境配慮事例として報告する。

（水土の知７７―６，pp．４０～４１，２００９）
水生植物，生態系，農地集積，圃場整備，コウホネ

（技術リポート：関東支部）
神流川頭首工改修工事における生態系配慮とモニタリング調査

田澤加奈子・加藤 修一

一級河川利根川水系神流川中流域に位置している神流川頭首
工は，建設後５０年以上が経過し，老朽化による機能低下が著
しいため，国営神流川沿岸農業水利事業により改修した。改修
工事における生態系配慮として，①機能低下の著しい旧魚道を
ハーフコーン型魚道に改修，②工事よって消失したヨシ・ヒメ
ガマ群落の復元措置等を行った。実施後の状況を把握するた
め，モニタリング調査を行った結果，魚道については，頭首工
周辺に生息する魚類数２８種のうち約７割の１９種が遡上し，
土砂掃流効果も確認されたこと，植生復元については，１年目
で約５割の回復が見られたことから，本頭首工改修工事にお
ける生態系配慮についての効果が確認できた。

（水土の知７７―６，pp．４２～４３，２００９）
ハーフコーン型魚道，モニタリング調査，遡上母集団，

外来生物法指定種，順応型管理

（技術リポート：京都支部）
吉野川分水馬見サイホン円筒分水工の設計

愛宕 徳行

奈良県大和平野では，農業用水を吉野川（紀の川）からの大
規模な流域変更により確保しており，吉野川分水として地域農
業の発展に重要な役割を果たしている。これらの農業水利施設
は築造から半世紀近く経ち老朽化が著しく進行していることか
ら，現在，国営農業用水再編対策事業により改修を実施してい
る。地区内で唯一の円筒分水工である馬見サイホン円筒分水工
は都市住民との混住化が進んだ地域にあることから，地域環境
になじむ施設としつつ農業農村工学技術の継承を目的として施
設設計を行った。本報では，この馬見サイホン円筒分水工に関
する設計について紹介する。

（水土の知７７―６，pp．４４～４５，２００９）
円筒分水工，吉野川分水，景観配慮，落水音対策，定比

分水

（技術リポート：中国四国支部）
在来希少植物の保全に配慮したため池の改修

河野 正弘・原田 大

農業用ため池の改修に当たり，当該ため池で絶滅したものと
されていた希少種のオニバスなどの生息が確認された。これら
を保全しながら改修を行うため，各種機関，専門家と連携して
環境配慮対策を講じた。また，周辺住民の理解を得る一環とし
て，小学生を招いて，ため池の必要性や希少動植物の保全の重
要性について解説するとともに，種植え実習も実施した。事業
完了後も蓮の駆除等を継続して行ったところ，保全種であるオ
ニバスが平成１８年度には発芽，開花し，平成２０年度になっ
て池の大部分を覆うまでに回復したことを確認した。再び小学
生を招き観察会を開催したところ，新聞などのマスコミにも注
目され地元にも PRでき，環境配慮工事として成功した事例だ
と考える。

（水土の知７７―６，pp．４６～４７，２００９）
環境配慮対策，ミティゲーション５原則，ため池改修，

オニバス，学校教育

（技術リポート：九州支部）
塩水侵入阻止型地下ダム貯水池における取水管理

井手原克澄・田中 真人

千原地下ダムは，塩水阻止型地下ダムであり，底部の遮水粘
土層（Ac層）と海洋からの塩水侵入阻止の鋼矢板に囲まれた
人工的な淡水レンズから取水する構造である。本報では，本地
下ダムの取水運用に伴う監視結果から，地下ダムからの取水を
止めても地下水位が継続して低下する現象がみられたため，こ
の現象による地下水の変化を観測し，その結果をもとに本地下
ダムの取水管理方法について検討した内容を紹介する。

（水土の知７７―６，pp．４８～４９，２００９）
地下ダム，取水トレンチ，塩水侵入，取水管理，塩水侵

入阻止型
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